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○群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例 

昭和三十七年六月十五日条例第四十一号 

（目的） 

第一条 この条例は、県内において業務に従事する保健師、助産師、看護師及び准看護師の確保及

び質の向上に資するため、保健師、助産師、看護師又は准看護師（以下「看護職員」と総称する。）

を養成する学校又は養成所（次条第三号に規定する看護師養成施設（修業年限が二年の通信制の

課程に限る。）以外のものにあつては、県内のものに限る。以下「養成施設」と総称する。）に

在学する者及び看護に関する専門知識を修得するため大学院の修士課程に在学する者で、将来県

内において看護職員の業務に従事しようとするものに対し、保健師助産師看護師准看護師修学資

金（以下「修学資金」という。）を貸与することを目的とする。 

（修学資金） 

第二条 知事は、次の各号のいずれかに該当する者で、将来県内において看護職員の業務に従事し

ようとするものの申請により、その者に無利息で修学資金を貸与する旨の契約を結ぶことができ

る。 

一 保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号。以下「法」という。）第十九条第一

号の規定により、文部科学大臣が指定した学校又は同条第二号の規定により、知事が指定した

保健師養成所（地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律（平成二十六年法律第五十一号。以下「第四次一括法」という。）附則第七条

第一項の規定により知事の指定とみなされる第四次一括法第十五条の規定による改正前の法

（以下この条において「旧法」という。）第十九条第二号の規定による厚生労働大臣の指定を

受けた保健師養成所を含む。）（以下「保健師養成施設」という。）に在学している者 

二 法第二十条第一号の規定により、文部科学大臣が指定した学校又は同条第二号の規定により、

知事が指定した助産師養成所（第四次一括法附則第七条第一項の規定により知事の指定とみな

される旧法第二十条第二号の規定による厚生労働大臣の指定を受けた助産師養成所を含む。）

（以下「助産師養成施設」という。）に在学している者 

三 法第二十一条第一号若しくは第二号の規定により、文部科学大臣が指定した大学若しくは学

校又は同条第三号の規定により、知事が指定した看護師養成所（第四次一括法附則第七条第一

項の規定により知事の指定とみなされる旧法第二十一条第三号の規定による厚生労働大臣の指

定を受けた看護師養成所を含む。）（以下「看護師養成施設」という。）に在学している者（県

外の看護師養成施設であつて、修業年限が二年の通信制の課程に在学する者にあつては、県内
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に住所を有している者又は県内において看護職員の業務に従事している者に限る。） 

四 法第二十二条第一号の規定により、文部科学大臣が指定した学校又は同条第二号の規定によ

り、知事が指定した准看護師養成所（以下「准看護師養成施設」という。）に在学している者 

五 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第九十七条に規定する大学院の看護に係る修士

課程に在学している者であつて看護師の免許を取得しているもの 

（修学資金の額） 

第三条 修学資金は、次の各号に掲げる区分に従いそれぞれ当該各号に定める金額を貸与する。 

一 保健師養成施設、助産師養成施設又は看護師養成施設に在学している者（次号に該当する者

を除く。） 

イ 国立又は公立のもの（独立行政法人国立病院機構又は国立大学法人が設置するものを含む。

以下同じ。） 月額 三万二千円 

ロ 私立のもの 月額 三万六千円 

二 看護師養成施設（修業年限が二年の通信制の課程に限る。）に在学している者 月額 二万

千円 

三 准看護師養成施設に在学している者 

イ 国立又は公立のもの 月額 一万五千円 

ロ 私立のもの 月額 二万千円 

四 大学院の修士課程に在学している者 月額 八万三千円 

（保証人） 

第四条 修学資金の貸与を受けようとする者は、保証人二人を立てなければならない。 

２ 前項の保証人は、修学資金の貸与を受けた者と連帯して債務を負担しなければならない。 

（契約の解除等） 

第五条 知事は、第二条の規定による契約の相手方（以下「修学生」という。）が次の各号のいず

れかに該当する場合は、その契約を解除する。 

一 退学したとき。 

二 学業成績が著しく不良となつたと認められるとき。 

三 修学資金の貸与を受けることを辞退したとき。 

四 死亡したとき。 

五 その他修学資金の貸与の目的を達成する見込みがなくなつたと認められるとき。 

２ 知事は、修学生が休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停学の処分を受けた
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日の属する月の翌月分から復学した日の属する月の分まで修学資金の貸与を行なわないものとす

る。この場合において、これらの月の分としてすでに貸与された修学資金があるときは、その修

学資金は、当該修学生が復学した日の属する月の翌月以後の月の分として貸与されたものとみな

す。 

（返還） 

第六条 修学資金は、次の各号に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定める期間内に返還しなけれ

ばならない。 

一 第三条第一号から第三号までの規定による修学資金の貸与を受けた者 養成施設を卒業した

日（前条第一項の規定により契約が解除された場合にあつては、当該解除の日）の属する月の

翌月から起算して貸与を受けた期間（同条第二項の規定により修学資金が貸与されなかつた期

間を除く。）に相当する期間（第九条又は第十条の規定により返還の債務の履行が猶予された

ときは、この期間と当該猶予された期間とを合算した期間） 

二 第三条第四号の規定による修学資金の貸与を受けた者 修士課程を修了した日（前条第一項

の規定により契約が解除された場合にあつては、当該解除の日）の属する月の翌月から起算し

て十年（同条第二項の規定により修学資金が貸与されなかつたときは当該貸与されなかつた期

間を除き、第九条又は第十条の規定により返還の債務の履行が猶予されたときは当該猶予され

た期間を加える。） 

（返還の債務の当然免除） 

第七条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、修学資金の

返還の債務を免除する。 

一 第三条第一号から第三号までの規定による修学資金の貸与を受けた者が、養成施設を卒業し

た日から一年以内に看護職員の免許を取得し、免許取得後直ちに規則で定める施設又は町村（以

下「第一号施設等」という。）において看護職員の業務に従事（看護職員の免許を有する者が、

期間の定めのある労働契約で労働時間が休憩時間を除き一週間について三十時間以上であるも

の又は期間の定めのない労働契約に基づいて（地方公共団体の職員として任用される場合にあ

つては、任期を定めて任用される職員のうち勤務時間が休憩時間を除き一週間について三十時

間以上であるもの又は任期を定めないで任用される職員として）看護職員の業務に従事するこ

とをいう。以下同じ。）し、かつ、当該養成施設卒業後五年間（看護職員が特に不足している

と知事が認める地域にあつては、三年間）継続して看護職員の業務に従事したとき。この場合

において、第九条第二号又は第十条第三号に掲げる理由により看護職員の業務に従事すること
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ができなかつた期間がある場合には、看護職員の業務従事の継続性を中断しないものとする。 

二 第三条第四号の規定による修学資金の貸与を受けた者が、大学院の修士課程を修了した日か

ら一年以内に県内の市町村又は規則で定める施設（以下これらを「第二号施設等」という。）

において、看護職員の業務に従事し、かつ、当該大学院修士課程修了後五年間継続して看護職

員の業務に従事したとき。この場合において、第九条第二号又は第十条第三号に掲げる理由に

より看護職員の業務に従事することができなかつた期間がある場合には、看護職員の業務従事

の継続性を中断しないものとする。 

三 前二号に規定する業務従事期間中に業務上の理由により死亡し、又は業務に起因する心身の

故障のため業務に従事することができなくなつたとき。 

（返還の債務の裁量免除） 

第八条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、貸与した修

学資金のうち履行期が到来していない部分に係る返還の債務の全部又は一部を免除することがで

きる。 

一 第三条第一号から第三号までの規定による修学資金の貸与を受けた者が、規則で定める期間

第一号施設等において看護職員の業務に従事したとき。 

二 死亡、規則で定める程度以上の災害又は疾病その他やむを得ない理由があるとき。 

（返還の当然猶予） 

第九条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に

掲げる理由が継続する期間、修学資金の返還の債務の履行を猶予する。 

一 契約を解除された後引き続き当該養成施設又は当該大学院の修士課程に在学しているとき。 

二 当該養成施設を卒業後さらに他種の看護職員を養成する施設又は当該大学院の修士課程を修

了後さらに看護に関する専門知識を修得するため大学院の博士課程において修学しているとき。 

（返還の裁量猶予） 

第十条 知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に

掲げる理由が継続する期間、履行期が到来していない部分に係る修学資金の返還の債務を猶予す

ることができる。 

一 第三条第一号から第三号までの規定による修学資金の貸与を受けた者が、第一号施設等にお

いて看護職員の業務に従事しているとき。 

二 第三条第四号の規定による修学資金の貸与を受けた者が、第二号施設等において看護職員の

業務に従事しているとき。 
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三 災害、疾病その他やむを得ない理由があるとき。 

（延滞利息） 

第十一条 修学資金の貸与を受けた者は、正当な理由がなく修学資金を返還すべき日までにこれを

返還しなかつたときは、当該返還すべき日の翌日から返還の日までの期間に応じ、返還すべき額

につき年十・七五パーセントの割合で計算した延滞利息を払わなければならない。 

（委任） 

第十二条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、昭和三十七年四月一日から適用する。 

附 則（昭和四十一年三月三十一日条例第二十号） 

この条例は、昭和四十一年四月一日から施行する。 

（昭和四十五年十月十五日条例第四十六号抄） 

（年当たりの割合の基礎となる日数） 

第十七条 前各条の規定による改正後の条例の規定に定める違約金、延滞金及びこれらに類するも

のの額の計算につきこれらの条例の規定に定める年当たりの割合は、閏年の日を含む期間につい

ても三百六十五日当たりの割合とする。 

附 則（昭和四十五年十月十五日条例第四十六号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（群馬県中小企業近代化資金助成条例等の一部改正に伴う経過措置） 

２ 次の各号に掲げる条例の規定に規定する違約金、延滞金又はこれらに類するものの全部又は一

部でこの条例の施行の日前の期間に対応するものの額の計算については、なお従前の例による。 

一 群馬県中小企業近代化資金助成条例第十条第一項及び第二項 

二 群馬県営土地改良事業分担金徴収条例第八条第一項 

三 群馬県営林道事業分担金条例第九条第一項 

四 群馬県婦人更生資金貸付条例第十二条 

五 群馬県凍霜害等防災対策施設資金の融通に関する特別措置条例第三条第三項 

六 昭和三十三年六月のひよう害の被害農業者に対する資金の融通に関する特別措置条例第三条

第三項 

七 群馬県農業災害対策特別措置条例第十条第三項 
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八 群馬県中小企業合理化資金貸付条例第八条 

九 群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸付条例第十一条 

十 群馬県保母修学資金貸付条例第十一条 

十一 群馬県中小企業高度化資金助成条例第八条第一項及び第二項 

附 則（昭和四十七年十月十九日条例第三十五号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和四十七年四月一日（以下「適用日」という。）から適

用する。 

（経過措置） 

２ 適用日の前日において現にこの条例による改正前の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資

金貸与条例の規定に基づき修学資金の貸与を受けている者又は適用日の前日において現に看護婦

養成施設若しくは准看護婦養成施設に在学する者で適用日以後新たに修学資金の貸与を受けよう

とするものに係る修学資金の貸与額については、この条例による改正後の群馬県保健婦助産婦看

護婦准看護婦修学資金貸与条例第三条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和四十九年三月二十二日条例第六号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和四十八年四月一日から適用する。 

附 則（昭和四十九年十月十九日条例第五十三号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和四十九年四月一日から適用する。 

（経過措置） 

２ 適用日の前日において現にこの条例による改正前の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資

金貸与条例の規定に基づき修学資金の貸与を受けている者又は適用日の前日において現に看護婦

養成施設若しくは准看護婦養成施設に在学する者で適用日以後新たに修学資金の貸与を受けよう

とするものに係る修学資金の貸与額については、この条例による改正後の群馬県保健婦助産婦看

護婦准看護婦修学資金貸与条例第三条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和五十年十月二十日条例第三十二号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和五十年四月一日から適用する。 

（経過措置） 

２ 適用日の前日において現にこの条例による改正前の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資
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金貸与条例の規定に基づき修学資金の貸与を受けている者又は適用日の前日において現に看護婦

養成施設若しくは准看護婦養成施設に在学する者で適用日以後新たに修学資金の貸与を受けよう

とするものに係る修学資金の貸与額については、この条例による改正後の群馬県保健婦助産婦看

護婦准看護婦修学資金貸与条例第三条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和五十一年八月二十日条例第二十九号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護

婦修学資金貸与条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、昭和五十一年四月一日から適

用する。 

２ 昭和五十年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

附 則（昭和五十二年十月二十日条例第四十二号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護

婦修学資金貸与条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、昭和五十二年四月一日から適

用する。 

２ 昭和五十一年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則（昭和五十三年十月十七日条例第四十一号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、昭和五十三年四月一日から適用する。 

２ 昭和五十二年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則（昭和五十四年十月三十一日条例第四十号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、昭和五十四年四月一日から適用する。 

２ 昭和五十三年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則（昭和五十五年八月十五日条例第三十二号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、昭和五十五年四月一日から適用する。 

２ 昭和五十四年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわ
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らず、なお従前の例による。 

附 則（昭和五十六年十月十五日条例第二十九号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、昭和五十六年四月一日から適用する。 

２ 昭和五十五年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則（昭和六十一年十月九日条例第三十号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、昭和六十一年四月一日から適用する。 

２ 昭和六十年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

３ 昭和六十年度以前の入学生で改正前の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与条例の

規定に基づき修学資金の貸与を受けているものに係る当該修学資金の返還については、改正後の

条例第六条から第八条まで及び第十条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（昭和六十三年十月十四日条例第二十九号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、昭和六十三年四月一日から適用する。 

２ 昭和六十二年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則（平成元年十月十一日条例第二十五号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、平成元年四月一日から適用する。 

２ 昭和六十三年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわ

らず、なお従前の例による。 

附 則（平成三年三月十四日条例第十五号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、平成二年四月一日から適用する。 

２ 改正後の条例の規定は、平成元年四月一日以後に保健婦、助産婦、看護婦又は准看護婦を養成

する学校又は養成所（以下「養成施設」という。）を卒業した者に係る保健婦助産婦看護婦准看

護婦修学資金（以下「修学資金」という。）の返還の債務の免除について適用し、同日前に養成
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施設を卒業した者に係る修学資金の返還の債務の免除については、なお従前の例による。 

附 則（平成三年八月十六日条例第三十七号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、平成三年四月一日から適用する。 

２ 平成二年度以前の入学生に係る貸与金額については、改正後の条例第三条の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ 改正後の条例第六条から第八条まで及び第十条の規定は、平成二年四月一日以後に保健婦、助

産婦、看護婦又は准看護婦を養成する学校又は養成所（以下「養成施設」という。）を卒業した

者に係る保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金（以下「修学資金」という。）の返還について適

用し、同日前に養成施設を卒業した者に係る修学資金の返還については、なお従前の例による。 

附 則（平成四年十月二十日条例第二十七号） 

この条例中第一条の規定は公布の日から、第二条の規定は医療法の一部を改正する法律（平成四

年法律第八十九号）第二条の規定の施行の日から施行する。 

附 則（平成五年十月七日条例第三十四号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 平成四年度以前に保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金（以下「修学資金」という。）の貸与

を受けた者に係る当該修学資金の返還の債務の免除については、改正後の群馬県保健婦助産婦看

護婦准看護婦修学資金貸与条例（以下「改正後の条例」という。）第六条の規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

３ 平成四年度に修学資金の貸与を受けた者で平成五年度以後において引き続き当該修学資金の貸

与を受けるものに係る当該修学資金の返還の債務の免除については、改正後の条例第六条の規定

にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成八年六月十四日条例第三十号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第二条の規定は、平成八年四月一日から適用する。 

附 則（平成八年十二月十八日条例第五十号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成十年六月十五日条例第三十三号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、平成十年四月一日から適用する。 
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（経過措置） 

２ 平成九年度以前に保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金（以下「修学資金」という。）の貸与

を受けた者に係る当該修学資金の返還については、改正後の条例第六条から第八条まで及び第十

条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ 平成九年度に修学資金の貸与を受けた者で平成十年度以後において引き続き当該修学資金の貸

与を受けるものに係る当該修学資金の返還については、改正後の条例第六条から第八条まで及び

第十条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成十一年三月十五日条例第十八号） 

この条例は、平成十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成十二年十月十八日条例第八十七号） 

この条例は、平成十三年一月六日から施行する。 

附 則（平成十二年十月十八日条例第九十二号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、（中略）第七条の規定は平成十五年四月一日から

施行する。 

附 則（平成十二年十月十八日条例第九十三号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、平成十二年四月一日から適用する。 

（経過措置） 

２ 平成十一年度以前の入学生で、同年度以前に保健婦助産婦看護婦准看護婦修学資金（以下「修

学資金」という。）の貸与を受けたものに係る当該修学資金の返還については、改正後の条例第

六条、第七条及び第十条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成十三年六月十五日条例第三十三号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成十四年三月十一日条例第四号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成十四年十月十七日条例第五十八号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、平成十四年四月一日から適用する。 
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（経過措置） 

２ 平成十三年度以前の入学生で、同年度以前に保健師助産師看護師准看護師修学資金（以下「修

学資金」という。）の貸与を受けたものに係る当該修学資金の返還については、改正後の条例第

六条から第八条まで及び第十条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成十六年三月十二日条例第三号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条

例の規定は、平成十五年十月一日から適用する。 

附 則（平成十六年十月十八日条例第五十四号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与

条例の規定は、平成十六年四月一日から適用する。 

（経過措置） 

２ 平成十五年度以前の入学生で、同年度以前に保健師助産師看護師准看護師修学資金（以下「修

学資金」という。）の貸与を受けたものに係る当該修学資金の返還については、改正前の群馬県

保健師助産師看護師准看護師修学資金貸与条例第六条第一号ホの規定は、なおその効力を有する。 

附 則（平成十八年三月二十八日条例第十四号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成十七年度以前の入学生で、同年度以前に保健師助産師看護師准看護師修学資金（以下「修

学資金」という。）の貸与を受けたものに係る当該修学資金の返還の債務の免除については、改

正後の条例第六条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成十八年十月十八日条例第五十五号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第六条第一号ヘの規定は平成十八年十月一日から、

改正後の同号リ及びヌの規定は同年四月一日から適用する。 

附 則（平成十九年十二月二十五日条例第七十五号） 

この条例は、学校教育法等の一部を改正する法律（平成十九年法律第九十六号）の施行の日又は

この条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

附 則（平成二十七年三月二十日条例第十二号） 

この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、第二条第三号の改正規定（「文部科



12/12 

学大臣が指定した」の下に「大学若しくは」を加える部分に限る。）並びに同条第四号及び第六条

第一号の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成二十八年三月二十九日条例第三十一号） 

この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。 

附 則（平成二十九年三月二十八日条例第九号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十九年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第六条の規定は、この条例の施行の日以後に履行期が到来する保健師助産師看護師准

看護師修学資金（以下「修学資金」という。）の返還の債務について適用し、同日前に履行期が

到来した修学資金の返還の債務については、なお従前の例による。 

附 則（平成三十年三月二十七日条例第十四号） 

この条例は、平成三十年四月一日から施行する。 

附 則（令和元年十月十八日条例第八号） 

この条例は、令和二年四月一日から施行する。 


